



















































































1982 1．09 13．8 290 7．9 5．0 167
1997 1．20 31．7 621 27．3 18．2 536














1982 6 8 11 21
1997 15 20 31 43























年 道路延長 指数 車線延長 指数 自動車走行艫}イル 指数
1980 628，901 100 1，395，245 100 855，265 100
1990 744，644 118 1，670，496 120 1．275484 149
2000 852，243 136 1，915，503 137 1，663，773 195









































1980 64．4 19．7 84．1 6．4 9．5
1990 73．2 13．4 86．5 5．3 8．2
2000 75．7 12．2 87．9 4．7 7．4


















































































































































































































































調査主体 カープール利用者 バンプール利用者 公共交通利用者
1位移動時間の節約（79％）1位お金の節約（85％） 1位お金の節約（83％）
ワシントン州
@運輸省
i2006年）
2位利便性（68％） 2位ストレスが少ない（57％）2位ストレスが少ない（64％）
3位お金の節約（45％） 3位移動時間の節約（54％） 3位利便性（50％）
1位移動時間の節約（64％） 1位お金の節約（97％） 1位お金の節約（82％）
ワシントン州
?ﾊセンター
@（2007年）
2位お金の節約（53％） 2位環境への懸念（81％） 2位ストレスが少ない（79％）
2位利便性（53％） 3位利便性／時間節約（78％） 3位駐車の煩わしさの回避（75％）
出典：Washington　State　Department　of　Transportation（2007a）より作成。
いる（3°）。そこでは，HOVレーンが人々の交通行動に与えた影響などについて調査が行われた。
HOVレーンが廃止された場合の対応については，両方の調査で質問されているが，一つの調査
では，ピーク時にHOVレーンを利用する人の15～18％が「多分，『1人乗り』に変更する」と
答えている。もう一つの調査では，カープール利用者の22％，バンプール利用者の17％，そし
て公共交通利用者の12％が，交通手段を変更すると答えている。通勤に限ると，「以前よりも
『1人乗り』の回数を増やす」と答えた人は，カープール利用者の32％，バンプール利用者の19
％，そして公共交通利用者の20％にのぼっている。通勤時のカープールについては，HOVレー
ンの影響が特に大きいことが分かる。
　また，「相乗り」または公共交通の選択動機については，2つの調査ともほぼ同様の回答であ
り，カープール利用者の場合は「移動時間の節約」が第1位（「お金の節約」は2位と3位），バ
ンプールおよび公共交通の利用者では「お金の節約」が第1位（「移動時間の節約」はバンプー
ル利用者で3位）となっている。利用者全体では，第4章で触れたように「お金の節約」が第1
位である（表5）。
6．HOVレーン運営の現状と政策変更一アンケート調査から一一
　本章では，HOVレーンの運営上の課題と，今後の政策変更の方向性について，連邦道路庁の
アンケートを基にして検討する。
　連邦道路庁は2008年，HOVレーンの運営機関（Operating　Agency）である各州の運輸省や
運輸公社に対して，HOVレーンの設置目的，成果，政策変更の経験および意向等に関するアン
ケート調査を行った。同年12月には，28の運営機関から寄せられた回答の内容，並びに補足と
して行われたインタビュー調査の内容が公表されている（3「）。
（30）WSDOT（2007b）およびWashington　State　Transportation　Center（2007）．
（31）本章の記述は，FHWA（2008b）pp．8－16に基づいている。
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（1）HOVレーンの目的と成果
　HOVレーンを設置した目的並びに目標は，回答（複数回答可）の多い順に，①総通行人員
（Person　Throughput）の最大化（26），②道路システムの効率性改善による混雑のマネジメン
ト（24），③移動時間の節約とトリップの確実性のための選択肢の提供（24），④ピーク時のカー
プールの促進（23），④大気質（Air　Quality）の改善（21），⑤公共交通のサービスおよび信頼
性への支援（18）である。これらの回答から，HOVレーンの目的並びに目標は次のようにまと
めることができる。すなわち，HOVレーンという「時間節約のための選択肢」を提供すること
で「カープールを促進」し，それによって通行台数を削減して「混雑の緩和」および「大気質の
改善」を図る一方，「総通行人員を最大化する」ことである。
　運営実績のモニタリング（Performance　Monitoring）は23の運営機関が実施しており，実
績評価規準（Performance　Criteria）として重視しているのは，①処理交通量（台数および／ま
たは人員），②移動時間の節約，③HOVレーンと一般レーンの間の速度差などである。このほ
か，事故発生率，違反取締り，公共交通の運営実績および利用人員，世論などが挙げられている。
運営実績の評価については，21の運営機関が，「現行の成果目標を達成している」と回答してい
る。否定的な評価を下している機関の場合は，その理由として，混雑，速度差の小ささ，高い違
反率などが挙げられている。このほか，いわゆる「無人レーン症候群」（Empty－Lane　Syn－
drome）も重要な問題であり，後述の通り，これを理由とする政策変更が行われている。「無人
レーン症候群」とは，「HOVレーンの閑散とした状態」あるいは「混雑した一般車線の利用者
が，閑散としたHOVレーンに対して抱く怒りの感情」を指す言葉である。
②　政策変更をめぐって
　HOVレーンの運営政策の変更に関しては，28の運営機関のうち，変更を行った経験のあるの
は23の機関，現在検討中は21の機関である。政策変更の内容として挙げられたのは，①運営時
間の変更（政策変更済み14機関，検討中8機関），②乗車人員要件の変更（10，9），③HOVレー
ンの一般車線化または一般車線のHOVレーン化（2，1），④アクセス地点の変更（15，12），⑤
HOVレーンのHOTレーン化（12（32），19），⑥車両資格（Vehicle　Eligibility）の変更（15，5）
である。
　「無人レーン症候群」を経験している地域の多くでは，HOVレーンの利用増大を図る手段と
して，①と②が多く実施されてきた。①運営時間の変更では，多くの場合，週7日24時間の運
用から平日のピーク時のみの運用へと時間短縮が行われてきたが，これは一般に政治と世論の圧
力によるものであった。②乗車人員要件では，3人から2人への要件緩和が行われてきた。その
一方，混雑緩和のための要件強化も行われ，ヒューストンなどでは成功を収めたものの，他の地
（32）　「12」という数字には，「政策変更をすでに行って，現在HOTレーンの設計・建設等の段階にある運
　営機関」が含まれている。
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域の事例では，HOVレーンの利用者が大幅に減少した結果，一般車線の混雑が悪化している。
そのため今日では，多くの運営機関が，HOTレーン化の方が混雑のマネジメント手段として有
効だと見なしている。③HOVレーンの一般車線化については，実施例は少ない。しかし，多く
の運営機関が，HOVレーンの運営実績が好調であるにも関わらず，一般車線化を求める世論と
政治の圧力を絶えず受けているという。④アクセス地点の変更，すなわちHOVレーンへのアク
セス地点の追加，削除または移転は，広く行われている。
　⑤HOTレーン化は，今後の政策変更の選択肢として，回答者の中で最も広く検討されている
方策である。HOTレーン化によって，利用度の低いHOVレーンの有効活用，混雑緩和のため
のHOVレーン・マネジメントの改善，必要な収入の確保，バスの運行の改善など，様々な課題
の解決が可能だと考えられている。なお，HOTレーンの導入は，車両資格の変更とパッケージ
で行われるケースが多い。HOTレーンについては，次章であらためて取り上げる。⑥車両資格
の変更については，バイクとハイブリッド車に利用資格を拡大するケースが多かったが，ハイブ
リッド車が普及した結果，近年では，HOVレーンの混雑につながる事例が見られる。また，
HOTレーンが導入されている場合には，収入面で大きな影響を受ける可能性もある。いくつか
の州では，環境対策との妥協を図るため，HOVレーンを利用できるハイブリッド車の台数に上
限を設けており（「キャップ制」），バージニア州では，期限付きの利用許可証が発行されている。
　政策変更の動機については，補足のインタビュー調査の結果が紹介されている。それによると，
①HOTレーン化の動機としては，「無人レーン症候群」を挙げる運営機関が最も多かった。
HOVレーンの利用者が少なく，一般車線に戻すよう求める世論が高まったため，運営機関は，
カープール利用者を優先しつつ，HOVレーンの利用度を高め，道路全体の総通行台数（Vehicle
Throughput）を増大させる手段としてHOTレーン化を提案した。　HOTレーンは，運営時間
の変更や乗車人員要件の変更よりも弾力性のある方策であり，料金水準を適切に変化させること
によって，HOVレーンの利用度を高める一方，過大な需要による混雑を回避することができる。
なお，HOTレーン化のもう一つの動機は，新たな収入源の追求である。②乗車人員要件の引き
上げ（2人以上から3人以上へなど）の動機は，ピーク時の混雑への対応である。これとは逆に，
利用不足から要件を緩和した例（3人以上から2人以上へなど）や，同じ理由から一般車線に戻
した例も見られる。③車両資格の変更については，近年，環境対策として，乗車人員に関わりな
く，低公害車やハイブリッド車に対してHOVレーンの利用を認めることに，強い関心が向けら
れている。2005年制定の「SAFE交通公正法」（SAFETEA－LU）はこの措置を認めており，す
でにいくつかの州で実施されている。
　政策変更を成功させる要因についても，インタビュー調査が行われた。政策変更の実施に当たっ
ては，運営機関の権限で行える場合と新たな立法が必要な場合があるが，後者の場合には政治的
支持の獲得が重要である。特にHOTレーン化に関しては，すでに導入済みの運営機関の全てが，
実施のハードルを乗り越えるうえで「政治的支持」が鍵であったとしている。そして，政治的指
導者やパートナーを「教化」するための教育と説得には，およそ数年かかったという。なお，
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HOVレーンを導入するに当たって，連邦運輸省の補助プログラムである「都市パートナーシッ
プ協定」（Urban　Partnership　Agreement；UPA）や「バリュープライシング・パイロット・プ
ログラム」（Value　Pricing　Pilot　Program；VPPP）の支援が役立ったという。
7．HOVレーンからHOTレーンへ
　前章で見たように，現在HOVレーンを運営している機関の中で，今後の政策変更の選択肢と
して最も多く検討されているのがHOTレーンである。本章では，　HOTレーンの沿革および意
義を中心に取り上げる。
（1）「バリュー・プライシング」とHOTレーン
　HOTレーン（High　Occupancy　Toll　Lane）は，本来HOVレーンを利用できない「1人乗
り」に対して，料金の支払いを条件にHOVレーンの利用を認めるもので（33），2009年4月現在，
次の7地域に導入されている（カッコ内は導入年）。①カリフォルニア州サンディエゴ（1996年），
②テキサス州ヒューストン（1998年・2000年），③ミネソタ州ミネアポリス（2005年），④コロ
ラド州デンバー（2006年），⑤ユタ州ソルトレークシティ（2006年），⑥ワシントン州シアトル
（2008年），⑦フロリダ州マイアミ（2008年）。なお，有名なカリフォルニア州オレンジ郡のプロ
ジェクト（州道91号線；1995年）については，HOVもピーク時には有料となる（ただし割引
料金）ことから，連邦道路庁は，全ての利用者に料金が賦課される「急行有料レーン」（Express
Toll　Lane）という別のカテゴリーに含めている。
　HOTレーンは主に，連邦政府の「バリュー・プライシング・パイロット・プログラム」
（VPPP）の一環として，進められてきた政策である。　VPPPは1998年制定の「21世紀交通公正
法」（Transportation　Equity　Act　for　the　21st　Century；TEA－21）に定められたものだが，こ
のプログラムは，前身である1991年の「総合陸上交通効率化法」（lntermodal　Surface　Trans・
portation　Efficiency　Act；ISTEA）の「混雑料金パイロット・プログラム」（Congestion　Pric－
ing　Pilot　Program）を受け継ぐものであり，後継法である2005年制定の「SAFE交通公正法」
（Safe，　Accountable，　Flexible，　Efficient　Transportation　Equity　Act：ALegacy　for　Users；
SAFETEA－LU）にも引き継がれている。
　「バリュー・プライシング」という言葉は「混雑料金」と同義であり，TEA－21の制定作業を
進めるなかで，連邦運輸省によって提案されたものである。その目的は，混雑緩和策として価格
付け（Pricing）を利用することの「プラスの便益」（Positive　Benefit），すなわち「価値」
（33）本稿では便宜上，HOTレーンをこのように定義してきたが（「はじめに」を参照），乗車人員要件が
　　「3人以上」の場合もあるため，厳密には，「『乗車人員要件を満たさない自動車』に対して，料金の支
　　払いを条件にHOVレーンの利用を認めるもの」というのが正しい。ちなみに，ヒューストンとマイア
　　ミのHOTレーンでは，「3人以上」がHOVレーンの乗車人員要件となっており，前者は「2人乗り」，
　後者は「1人乗りおよび2人乗り」に対して，料金の支払いを条件にHOVレーンの利用を認めている。
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（Value）を強調することにあった。バリュー・プライシングの範囲は広く，①既存の無料の道
路施設に対する新たな料金賦課（既存HOVレーンのHOTレーンへの転換，コードン・プライ
シングを含む各種のエリア・プライシング，など），②既存の道路に付加された新設車線に対す
る料金賦課（新設車線のHOTレーンとしての利用，新設一般車線を有料とする「急行有料レー
ン」など），③既存または新設の有料の道路・橋・トンネルに対する変動制料金（Variable　Toll）
の適用，④料金の賦課を伴わない価格戦略（自家用車の利用をやめた人に補償を行う「現金割戻
し制度」（Cashing・out）など）という4つのタイプが含まれる（3‘）。
　VPPPでは，これらのプロジェクトの研究・実施・評価等に関して，州，地方自治体，その他
の公共団体に対し，80％の連邦補助を行っている。SAFETEA－LUに基づく補助金の総額は，
2005～2009年度の5年間で5，900万ドルである。
　なお，供用中のHOTレーンは，ソルトレークシティを除き，いずれもVPPPに基づいて導
入されたものだが，同プログラムでは，HOTレーンを含む各種のパイロット・プロジェクトの
実施を，最大15の州だけに認めていた。しかし，2005年のSAFETEA－LUによって，全ての
州にHOTレーンを導入する権限が与えられ，ソルトレークシティもこの規定に基づいてHOT
レーンを導入している。ただし，VPPPに基づくHOTレーンと異なり，連邦補助は受けられな
い。導入に当たって，各州は，①料金プログラムへの自動車ドライバーの参加方法（HOVレー
ンの利用資格）に関するプログラムの作成，②料金の自動収受システムの開発・管理・維持，③
料金水準の変更によるHOTレーンの需要管理と違反行為の取締りに関する方針および手続きの
作成，が義務付けられている。このほか，連邦道路庁，州運輸省，HOTレーン運営機関の三者
の間で「料金協定」（Toll　Agreement）を締結することも義務付けられている。なお，　HOTレー
ンは州際道路以外の道路にも設置できる（35）。
（2）HOTレーンの目的と意義
　HOTレーンの主たる目的は，①「相乗り」または公共交通を利用してHOVレーンを利用す
るか，あるいは料金を支払って「1人乗り」でHOVレーンを利用するか，という選択肢を提供
すること，②既存のHOVレーンが十分に利用されていない場合，その利用を増大させ，道路ス
ペースの有効利用を図ること，③道路全体の容量を拡大すること，そして④新たな収入源を確保
することである。
　①の「選択肢の提供」はHOTレーンの最大の利点とされるものである。時間価値の高い通勤
（34）DeCorla－Souza（2004）pp．284－287．なお連邦道路庁は，現在では，　VPPPのプロジェクトを，「料
　　金を伴うプロジェクト」（Projects　Involving　Tolls）と「料金を伴わないプロジェクト」（Projects　Not
　Involving　Tolls）に分け，さらに前者を，料金の適用範囲によって4タイプに分類している。①レー
　　ン料金制（Priced　Lanes），②道路料金制（Priced　Roadway）③ゾーン料金制（Zone・Based　Pricing），
　④システム規模料金制（System－wide　Pricing）である。①のレーン料金制には，急行有料レーン
　　（Express　Toll　Lanes），フェア・レーン（Fast　and　Intertwined　Regu玉ar　Lanes；Fair　Lanes），　HOT
　　レーン，トラック専用有料レーン（Truck　Only　Toll　Lanes；TOT　Lanes）が含まれる。
（35）FHWA（2008d）II－3，皿一2ほか。
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者は，料金を支払えば，たとえ「1人乗り」でもHOVレーンを利用して時間節約を図ることが
できる。一方，時間価値の低い通勤者は，これまで通り，無料で一般車線を利用することができ
る。2007年の「大統領経済報告」によれば，高所得者の方が低所得者よりもHOTレーンを多
く利用する傾向があるものの，低所得のドライバーも，目的地への時間通りの到着が重要な場合
には，有料レーンを利用しているという（36）。つまり，HOTレーンは全てのドライバーに「選択
肢」を提供している。そのため，「急行有料レーン」やエリア・プライシングなど，「全てのドラ
イバーに料金を課す」タイプの混雑料金とは異なり，不公平という批判を受けにくい。実際，各
種調査によれば低所得層の通勤者から高い支持を受けており，サンディエゴの場合，70％を超え
る支持を集めている（37）。最近の調査でも，HOTレーンへの賛否は所得と無関係という結果が出
ている（38）。
　②は「無人レーン症候群」への対応である。ピーク時の混雑した一般車線を利用しているドラ
イバーは，隣接するHOVレーンが閑散としている場合，たとえそのHOVレーンが一般車線の
転用ではないとしても，強い怒りの感情にとらわれやすい。その結果，自らの交通行動を「相乗
り」に転換する代わりに，HOVレーンの廃止を求める側に立つ可能性がある。　HOTレーン化
すれば，「1人乗り」の自動車の一部がHOVレーンに移ることによって，　HOVレーンの利用度
を高めると同時に，一般車線の混雑を緩和する可能性がある。
　③は，HOVレーンと一般車線を合わせた道路全体の容量を拡大することによって，当該道路
の利用者全体の状況を改善することである。新たに車線を設けてそれをHOTレーンとする場合
はもちろんだが，既存のHOVレーンをHOTレーンに転換する場合にも，「1人乗り」にとって
利用可能な道路スペースが拡大することで，道路容量の拡大と同様の効果が生み出されることに
なる。
　④は，交通投資財源が不足するなか，公共交通機関の改善，道路の拡張や改良，パーク・アン
ド・ライド施設の整備などのための新たな収入源をHOTレーンに求めるものである。もちろん，
収入はHOTレーンの設置・運営費用にも充てられる。
　以上，HOTレーンの導入目的を4点挙げたが，それらは同時に，　HOTレーンの潜在的効果
を表すものでもある。HOTレーンの利点をさらに挙げれば，混雑状況に合わせて料金水準を適
切に変化させることによって，HOVレーンの需要を管理し，　HOVレーンにおける「高速走行」
と「十分な需要」を同時に確保することができる。サンディエゴのHOTレーンでは，リアルタ
イムの混雑状況に応じて6分ごとに料金水準を変化させている。なお，HOTレーンの導入によっ
て，一般車線の混雑緩和がもたらされる場合もあるが，それはHOTレーンの本来の目的ではな
く，「副次的便益」（aside　benefit）と見なされる（39）。
（36）　1bid．，　V－3．
（37）FHWA（2008c）p．5．
（38）FHWA（2008d）V－3．
（39）FHWA（2008e）2－1　to　2－2．
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むすびにかえて一HOVレーンの課題と対応一
　HOVレーンの大半は，利用台数と利用人員から見た利用度の高さ，移動時間の節約効果と確
実性などの点から，おおむね成功と見なされている。シアトルの事例では，HOVレーン利用人
員は，ピーク時の高速道路利用者全体の3分の1に達し，利用度の特に高いHOVレーンでは，
朝のピーク時で44％を占めている。
　ただし，全てのHOVレーンが成功とは言えず，全体として良好な成果を上げている運営機関
でも，一部に問題のあるHOVレーンを抱えている。連邦道路庁のアンケート調査（第6章参照）
によれば，回答を寄せた運営機関の4分の3が，課題の解決のため，何らかの政策変更を検討し
ている。
　HOVレーンの課題の第一は，「無人レーン症候群」への対応である。「無人レーン症候群」は，
HOVレーンの廃止論にもつながりやすい，きわめて深刻な問題である。対応策としては，まず
運営時間の変更（24時間からピーク時のみへ）と乗車人員要件の緩和（3人から2人へ）が考え
られる。両者とも，一般車線からの一定の転換が見込まれる対策だが，これらはすでに大半の
HOVレーンで実施済みである。次に考えられるのは，車両資格の変更である。2005年制定の
「SAFE公正法」（SAFETEA－LU）は各州に対して，　HOVレーンの利用資格を，乗車人員要件
を満たしていない「低公害車と低燃費車」（Low　Emission　and　Energy－Efficient　Vehicles）に
拡大することを認めている（4°）。大気質の改善を目的とした規定だが，HOVレーンの利用増大策
としても有効である。しかし，より有効な対策は，やはりHOTレーンの採用である。第7章で
述べたように，HOTレーンは，単にHOVレーンの利用度を高めるだけではなく，混雑状況に
応じた料金水準の調整によって，過大な需要による混雑を回避することも可能である。しかも，
低所得者を含めた広範な人々の支持を得やすく，さらに料金収入をHOTレーンの設置・運営費
用に充当できるため，政治的にも経済的にも実行可能性（Feasibility）の高い対策と言える。
　次に，バス・サービスを改善して，バスの利用者を増加させることも重要な課題である。バス
は乗用車よりも1台当たりの輸送能力が高いため，バス利用者の増加はHOVレーンの利用効率
を高め，混雑緩和に大きく役立つことになる。シアトルの調査でも，HOVレーンの利用人員が
特に多いのは，優れた公共交通サービス（バス）が存在している路線であった（第5章参照）。
ここで，優れた公共交通サービスとは，高速性と定時性が確保され，しかもアクセスしやすいサー
ビスである。そして，この点でもHOTレーンの導入は有効な対策である。　HOTレーンを導入
すれば，料金を通じた適切な需要管理によって，バスの高速かつ規則的な運行を確保するととも
に，料金収入を原資として，バス・サービスの改善やパーク・アンド・ライド施設の整備を行う
ことが可能となるからである。
（40）FHWA（2008d）A－2　to　A－4．
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　混雑したHOVレーンへの対応も重要な課題である。対策としては，まず「無人レーン症候群」
への対応と逆の措置が考えられる。すなわち，運営時間の変更（ピーク時のみから24時間へ），
乗車人員要件の強化（2人から3人へ），車両資格の変更（低公害車や低燃費車の利用制限）な
どである。採用に当たっては，それらの対策のどれを選択するか，あるいはどう組み合わせるか，
予想される効果を踏まえて慎重に検討する必要がある。それらの政策変更は影響するところが大
きく，たびたび変更できるものではないからである。また，低公害車や低燃費車の利用制限に関
しては，政策変更が環境に与える影響を十分検討したうえで，判断する必要があろう。HOTレー
ンについては，利用度の低いHOVレーンに特に有効な対策だが，混雑したHOVレーンの場合
でも，上に挙げた制限的な諸対策と組み合わせれば，より柔軟な混雑マネジメントが可能となる
だろう。なお，混雑が特に激しい場合には，新たなHOVレーンを追加することも選択肢の一つ
となる。
　以上，いくつかの課題を取り上げ，主要な対応策を簡単に検討したが，いずれの場合も，HOT
レーンの導入に高い優先順位を付けた。もちろん，HOTレーンの導入にも様々な課題があり，
そのため，導入を検討しながら実現できなかった事例がいくつかある（最近では，カリフォルニ
ア州のサンタクルス郡など）。しかし，利用度が低く，容量に十分な余裕のあるHOVレーンに
ついては，十分検討の価値があるだろう。例えばシアトルでは，2008年5月に最初のHOTレー
ンが，容量に余裕のあった州道167号線に導入されている。導入後1年間の成果について，ワシ
ントン州運輸省の報告書は，変動制料金の導入によってHOVレーンの有効活用と交通流の改善
が実現し，一般車線を含めて，ピーク時の走行速度と通行台数が増大したと総括している（4’）。
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